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金額は 7306 億ペソ（約 164 億米ドル）にのぼり，名目 GNI の実に 8.9％を占めるとともに，
経常収支の改善に大きく貢献している．2008 年秋以来の世界的な不況により，ここ数年大
きく成長してきた送金額の伸びにはかげりが見えるが，2009 年上期の海外からの送金額は







国のインド（270 億米ドル），中国（257 億米ドル）が 10 億を超える人口を抱える大国であ
ること，３位のメキシコ（250 億米ドル）が 1000 万人を超える規模の移民を隣国の米国に
送り出していること，さらに５－ 10 位のすべての国が経済統合の進んだ EU 加盟国であるこ
とを考えると，東南アジアの一隅に位置するフィリピンの海外送金受取額が突出して大きい
ことが分かる．




　2005 年におけるフィリピン人移民の数はおよそ 363 万人で，同調査中第 11 位である．１
位はメキシコのおよそ 1150 万人．以下，ロシア，インド，中国，ウクライナ，バングラデ
シュ，トルコ，イギリス，カザフスタンの順となっている7．他方，フィリピン海外雇用管
理局（POEA）の海外雇用統計によると，2007 年 12 月時点で海外に在住するフィリピン人は
およそ 873 万人である（永住者約 369 万人，一時滞在者約 413 万人，不法滞在者約 90 万人
の合計）．また同統計では，2007 年中に海外に働きに出たフィリピン人の数を，出国ベース




12 月時点の OF の数（a），2007 年中に新規に雇用，または再雇用された OFW の数（b）を地
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域毎にまとめたものである．３行目は当該地域において bを受け入れた国の数である．
　国別の OF 受入人数は１位から順に米国（280.3 万人），サウジアラビア（106.6 万人），ア
ラブ首長国連邦（UAE）（52.9 万人），カナダ（46.3 万人），オーストラリア（25.0 万人），
マレーシア（24.5 万人），英国（20.3 万人），日本（20.3 万人），カタール（19.6 万人），シ























































 ਎⇇ ࠕࡈ࡝ࠞ ᧲㨯ධ㨻㩆㩨㨻 ਛ᧲ ᰷Ꮊ ධർ㨻㩜㩢㩀** 㨿㩈㨻㩐㨻
ੱᢙ㧔a㧕 8,726,520 90,403 1,219,445 2,181,579 953,519 3,653,007 362,014
ੱᢙ㧔b㧕 1,077,623 13,126 218,983 487,878 45,613 34,693 10,691




クウェート（3.7 万人），イタリア（1.8 万人），ブルネイ（1.5 万人），韓国（1.4 万人）と
なっている．
　2007 年に新規に雇用された OFW30 万人のうち，最も多い職業は家政婦 4.8 万人で全体の
15.6％を占める．以下，生産部門労働者 2.6 万人（8.5％），介護士 1.4 万人（4.7％），サー
ビス部門労働者 1.0 万人（3.4％），ウェイトレス・バーテンダー 0.9 万人（3.0％），配管工










している（1991 － 2008 年平均）．直近の 2007 年から 2008 年にかけての変化を見ると，人














11　2007 年は 18.1％，2008 年は 17.5％（予測）（両年とも 10 月現在）．世界的な不況の影響により，2009 年４月時
点で失業率は 7.5％，不完全雇用率は 18.9％に上昇している．
12　フィリピンにおける不完全雇用（Underemployment）の定義は，週の労働時間が 40 時間未満．









ンドネシアの海外送金受取額も 2007 年に 60 億ドルと多額になっている14．しかしながら，






 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008a
ੱญ 76,946 78,537 80,217 81,880 83,560 85,258 86,973 88,706 90,457
↢↥ᐕ㦂ੱญ 48,076 49,424 50,841 52,305 53,562 54,799 55,638 56,845 58,183
ഭ௛ജੱญ 30,908 33,354 33,674 33,736 35,619 35,494 35,806 35,926 37,063
㓹↪⠪ᢙ 27,775 30,085 30,251 31,553 31,733 32,875 33,185 33,663 34,542
ᄬᬺ₸ 10.1 9.8 10.2 6.5 10.9 7.4 7.4 6.3 6.8





⴫ 4㧦ഭ௛࡮㓹↪ᜰᮡ ̅ ASEANട⋖࿖ߣߩᲧセ㧔2007ᐕ㧕㧔න૏㧦ජੱ㧘㧑㧕
 㩖㨲㩢㩕㩩㩧 㨼㩧㩎㩨㩒㩆㨻 㩙㩤㨺㩆㨻 ࠲ࠗ ࡌ࠻࠽ࡓ ᐔဋ
ੱญ 88,706 225,642 27,170 65,755 85,170 -
  ᚑ㐳₸㧔99-07ᐕᐔဋ㧕 2.07 1.26 2.20 0.80 1.35 1.54
ഭ௛ജੱญ 35,926 108,131 10,890 36,942 45,100 -
  ഭ௛ෳട₸ a 63.20 66.60 63.20 72.37 51.20 63.94
ᄬᬺ⠪ᢙ 2,246 10,548 351 508 900 -































 㩖㨲㩢㩕㩩㩧 㨼㩧㩎㩨㩒㩆㨻 㩙㩤㨺㩆㨻 ࠲ࠗ 㩗㩨㩎㩏㩛 ਛ࿖ ࠗࡦ࠼ 㩜㩁㩆㩄 ᐔဋ
2007ᐕ 17 23 27 22.3
↵/ᅚ 17/17 23/23 28/26 -
2002ᐕ 30 15 28 13 10 22 19.7
↵/ᅚ 27/34 16/14 25/31 12/9 22/21 -
1999ᐕ 29 23 11 6 18 17.4
↵/ᅚ 25/32 23/23 12/9 19/17 -
15 　World Bank (2008a), (2008b), ADB (2009)．
16　フィリピン海外雇用管理局の発表では，2007 年時点のアメリカ在住フィリピン人の数は，永住 252 万人，一時
滞在 13 万人，不法滞在 16 万人となっている．









育と訓練」分野におけるランキングは 134 ヵ国中 60 位で，インド（63 位），中国（64 位）










－ 2005 年のアジアの TOEFL （Test of English as a Foreign Language）受験者数およびス
コアを合計スコアの高い順に並べたものである．１位から７位まではすべて英国または米国
の旧植民地領である．受験者数のばらつきが大きいので一概には比較できないが，フィリピ
ン人受験者の合計スコア 234 はアジア地域では第４位で，世界平均を 30 ポイント上回って
いる．この成績は，パキスタンやマレーシアといった旧英国植民地とほぼ同じ水準である．










































ࠪࡦࠟࡐ࡯࡞ 227 5.3 25 26 25 254
ࠗࡦ࠼ 42,238 3.8 24 25 24 244
ࡄࠠࠬ࠲ࡦ 4,936 3.2 23 24 23 235
ࡈࠖ࡝ࡇࡦ 9,932 11.6 24 24 23 234
ࡑ࡟࡯ࠪࠕ 1,664 6.4 23 23 23 230
ࡃࡦࠣ࡜࠺ࠪࡘ 1,649 1.2 22 23 22 227
ࠬ࡝࡜ࡦࠞ 380 1.9 23 23 22 225
ࡀࡄ࡯࡞ 3,583 14.2 22 24 22 224
ࠞࠩࡈࠬ࠲ࡦ 740 4.9 22 22 22 221 
ࠠ࡞ࠡࠬ࠲ࡦ 171 3.4 22 22 22 221 
ᣣᧄ 82,438 64.5 18 19 20 191 
ᐔဋ㧔਎⇇㧕 - - 20.9 21.6 21.8 214 















がフィリピン経済を支えているという側面もある．「中期フィリピン開発計画 2001 － 2004」
において，政府は，OFW からの送金が国内需要を支える大きな柱であると述べている．とり
































大し，2008 年には 126 億ドルの赤字となっている．経常収支の赤字が継続してきた最大の
理由は持続的な貿易収支赤字であった．他方，サービス収支は 2006 年から黒字化し，2008
年には 14 億ドルの黒字となっている．所得収支は 2005 年に支払が増加したため赤字額が膨












2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
⚻Ᏹ෼ᡰ ً2,225 ً1,744 ً279 288 1,628 1,984 5,347 7,119 4,227 
 ⽷࡮㩅㨺㩕㩨㩇 ً7,841 ً8,553 ً7,532 ً7,814 ً7,461 ً9,113 ً6,595 ً6,142 ً11,144 
  ⽷ ً5,971 ً6,265 ً5,530 ً5,851 ً5,684 ً7,773 ً6,732 ً8,391 ً12,582 
  ࠨ࡯ࡆࠬ ً1,870 ً2,288 ً2,002 ً1,963 ً1,777 ً1,340 137 2,249 1,438 
 ᚲᓧ ً27 ً51 ً427 ً284 ً71 ً294 ً1,255 ً892 146 
 ⚻Ᏹ⒖ォ 5,643 6,860 7,680 8,386 9,160 11,391 13,197 14,153 15,225 
ᶏᄖㅍ㊄ 6,050 6,031 6,886 7,578 8,550 10,689 12,761 14,450 16,427 
㧔ᚑ㐳₸㧕 - ً0.3 14.2 10.0 12.8 25.0 19.4 13.2 13.7 
⋥ធᛩ⾗ 2,115 335 1,477 188 109 1,665 2,818 ً620 1,283 
㩘㩩㨺㩎㩖㨵㩢㨿ᛩ⾗ ً553 1,027 746 562 ً1,713 3,475 3,043 4,623 ً2,584 







(2006) は，1982 年以降のフィリピンの GDP と消費のデータを調べ，GDP の平均成長率が









　２節でも指摘したように，OF の数は人口の 10％に迫る 873 万人である．フィリピン政府














































ている．Lartey 他（2008）も 109 の開発途上国，体制移行国のデータを用いてこれらと同
様の効果を検出している．
　フィリピンにおいてオランダ病効果が存在しているか否かは明らかではない．フィリピン
では，農業部門の GDP シェアはこの 20 年漸減しているが，これに変わって産業の主役の地
位を占めたのは製造業ではなくサービス業である．とりわけ運輸・通信分野の発展が目覚ま




































31　Saadi-Sedik and Petri (2006) がオランダ病効果を確認したヨルダンは，海外送金の GDP シェアが 20.3％とフ
ィリピンの２倍にのぼる（Ratha and Mohapatra (2007)）．ヨルダンのような小国で，かつ海外送金の存在感が極
めて大きい国だからこそ，オランダ病効果が明確に検出されたという側面も考えられる．
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